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序     文 
 

 ヴィエトナム社会主義共和国では、急速な経済開発に伴い、上水道分野の施設整備が、援助機

関や各国の技術的・財政的支援を得て進められてきました。しかしながら、施設を運営・維持管

理する人材が不足しており、その育成が緊急課題になっています。なかでも南部地域は、ホーチ

ミン市の第二建設大学校（CoC２）で理論のみの研修が行われてきましたが、一般技術者に対す

る実践的な訓練は行われていませんでした。 

 これらの事情を背景にヴィエトナム社会主義共和国建設省（MOC）から、第二建設大学校にお

いて、幹部から一般技術者までを対象とする上水道分野の実践的な訓練を行うための技術協力が、

我が国に要請されました。 

 これを受けて国際協力事業団は、平成11年９月に事前調査団を派遣し、平成12年１月13日にミ

ニッツを署名・交換して、同日から３年間にわたり、専門家チームを派遣する「ヴィエトナム上

水道技術訓練プログラム」の技術協力を開始しました。 

 今般はプロジェクト協力期間の終了を３か月後に控えて、平成14年10月９日から同24日まで、

当事業団社会開発協力部社会開発協力第一課課長代理 森本 康裕を団長とする終了時評価調査

団を現地に派遣し、ヴィエトナム社会主義共和国と合同で、プロジェクト活動の最終評価を行い

ました。これによるとプロジェクト目標である研修コースの確立・実施は協力期間内にかろうじ

て達成されますが、プロジェクトの終了後、ヴィエトナム社会主義共和国が不断の努力で、技術・

経営能力を更に向上させる必要のあることが明らかになりました。 

 本報告書は、同調査団の調査・評価結果を取りまとめたもので、今後の我が国の技術協力活動

に広く活用されることを祈念するものです。 

 ここに、本調査にご協力頂いた外務省、厚生労働省、在ヴィエトナム日本大使館、在ホーチミ

ン日本総領事館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支

援をお願いする次第です。 

 

   平成14年11月 

 

国際協力事業団 
理事 泉 堅二郎 
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評価調査結果要約表 
 
Ⅰ．案件の概要 

国名：ヴィエトナム社会主義共和国 案件名：上水道技術訓練プログラム 

分野：上水道 援助形態：チーム派遣技術協力 

協力金額（評価時点）： 所轄部署：社会開発協力部 
     社会開発協力第一課 先方関係機関：建設省第二建設大学校 

（Ｍ／Ｍ）：2000年１月13日 
日本側協力機関：厚生労働省、札幌市、東京都、
横浜市、名古屋市、北九州市各水道局他 協力期間 

３年間（2000.１.13～2003.１.12） 他の関連協力：国内研修、現地国内研修 

１．協力の背景と概要 
 ヴィエトナム社会主義共和国（以下、「ヴィエトナム国」と記す）では、経済開発・国家建設が
進められており、上水道分野も他分野と同じく、援助機関・援助国の技術的、財政的支援を得て
施設整備が進められている。しかしながら施設を運営・維持管理する人材が不足しており、当該
分野の人材育成が緊急課題となっている。北部地域の上水道技術者に対する技術協力はフランス
が実施中であるが、南部地域においては第二建設大学校（CoC２）（ホーチミン市）で理論のみの
研修が行われているだけで、一般技術者に対する実践的な訓練は行われていなかった。これらを
背景にヴィエトナム国建設省（MOC）は、第二建設大学校において幹部から一般技術者までを対
象とした上水道分野の実践的な訓練を行うための技術協力を、我が国に要請してきた。 
 これを受けて国際協力事業団は、1999年９月に事前調査団を派遣し、2000年１月13日にミニッ
ツを署名・交換して同日より３年間の、専門家チーム派遣による技術協力を開始した。 
 本プロジェクトは、第二建設大学校の校内に設置された水道技術センターに「配水計画」「水道
経営」「無収水量低減対策」の３つの研修コースを立ち上げ、南部地域の水道公社に勤務する職員、
技術者を対象とした研修を実施しようとするものである。 

 
２．協力内容 
 (1) 上位目標：水道公社に勤務する職員の技術的・経営的能力が向上する。 
 (2) プロジェクト目標：第二建設大学校の上水道に係る技術及び経営についての研修能力が向上

する。 
 (3) 成 果：1) 配水計画についての研修コースが確立され実施される。 
       2) 水道経営についての研修コースが確立され実施される。 
       3) 無収水量低減対策についての研修コースが確立され実施される。 
 (4) 投 入（評価時点のもので、一部確定した予定を含む） 
日本側： 
 長期専門家派遣 延べ４名 84 Ｍ／Ｍ 機材供与 2,114万6,000円 
 短期専門家派遣 延べ19名 72.3Ｍ／Ｍ その他（運営経費） 705万6,000円 
 第三国専門家 延べ３名 11 Ｍ／Ｍ 
 研修員受入 延べ11名 27 Ｍ／Ｍ プロジェクト総額 約３億1,000万円 
相手国側： 
 カウンターパート配置 延べ12名 314 Ｍ／Ｍ ローカルコスト負担 約873万9,000円 
  （施設増改築を含む） 

Ⅱ．評価調査団の概要 

調査者 

団長・総括：森本 康裕 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課課長代理 
水道技術 ：根木 桂三 厚生労働省健康局水道課技術係長兼水道指導官 
評価企画 ：西村 暢子 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課 
評価分析 ：監物 順之 中央開発株式会社海外事業部 

調査期間 
2002年10月14日～2002年10月24日 
（コンサルタント団員は、10月９日～10月24日） 

評価種類：終了時評価 



Ⅲ．評価結果の概要 

１．評価結果の要約 
 (1) 妥当性（非常に高い） 

 ヴィエトナム政府は1998年３月18日付都市上水道システム国家開発の方針に関する首相決定
において、給水率・給水量の増加、無収水率の引き下げ、それらのための技術の近代化と機器
の製造・供給、人的資源開発と雇員の訓練、外国政府・国際機関からの支援受入、水道料金の
改定と水道公社の財政的独立を重要政策として掲げている。また我が国は、環境問題を対ヴィ
エトナム国援助の重点分野の１つとしており、本プロジェクトは特に居住環境の改善に合致す
るものである。このためプロジェクトの妥当性は極めて高いと判断される。 

 (2) 有効性（高くなると思われるが今後更なる努力が望まれる） 
 終了時評価の時点では第１回目の研修を実施済で、第２回目の研修が実施中であった。研修受
講者数、満足度、カウンターパートが講義を担当する割合の指標は評価時点では、満足度しか達
成されていなかったが、第２回目の１部コースでは定員、講義担当率が半数を超える見込みであ
り、有効性は高くなると予測される。しかしながら、評価の時点では、プロジェクト目標の達成
の程度を判定するためのデータを得ることは困難であり、正確な判断は時期尚早である。第２回
研修コースの実施結果、及びその内容に対する受講生、水道公社の評価を調査、分析する必要が
ある。 

 (3) 効率性（必ずしも高くなかったが、協力の後半は改善されつつある） 
 日本側、ヴィエトナム国側とも当初計画以上の投入を実施し、成果は期間終了時に何とか目標
値に近づくであろうと予測される状況である。効率性は必ずしも高かったとは言いがたい。効率
性を低下させた主要な要因はカウンターパートの質と人数が本プロジェクトの要求するレベル
に達していなかったこと、実施機関と水道公社の連携が初期において不十分であり、建設省のサ
ポートも低かったことにある。なお、協力期間後半においてこれらの状況は改善されつつある。 

 (4) インパクト（明示的インパクトを確認するには時期尚早） 
 現段階でははっきりと目に見える形でのインパクトは確認できていないが、ヴィエトナム国
の取り組みも積極性を増しており、プラスのインパクトが高くなる要因はある。またマイナス
のインパクトは予測されない。 

 (5) 自立発展性（自立発展性はあるが更なる改善が望まれる） 
 実施機関は建設省傘下の教育・訓練機関としての実績・経験をもっている。カウンターパー
トへの技術移転は一応完了し、建設省はプロジェクト終了後も予算措置を継続することを表明
している。これまでどおりの内容で研修コースを実施するのであれば、自立発展性は一応ある
と見られるが、水道公社のニーズに適切に対応してコース内容を改善し、発展していくために
は更なる努力が必要である。 

 
２．効果発現に貢献した要因 
 (1) 計画内容に関すること 

 第三国（タイ）専門家の起用 
 (2) 実施プロセスに関すること 

 専門家・カウンターパート・実施機関の努力 
 
３．問題点及び問題を惹起した要因 
 (1) 計画内容に関すること 

 当初計画は極めて幅広い分野を対象とし、実施の過程で実情調査を行って活動内容を絞りこ
むこととしていた。しかし、効率的な絞り込みを行うために必要な知識・経験を有したカウン
ターパートと水道公社の協力を確保する方策が徹底していなかった。 

 (2) 実施プロセスに関すること 
   1) カウンターパートに水道事業経験者が１名いたが、病気のためプロジェクトに従事できな

かった。 
   2) 水道公社との連携が特に初期において不十分であった。 
   3) 日本及びヴィエトナム国双方の語学力不足等の理由により、専門家とカウンターパートの



コミュニケーションに不十分な面があった。 
 
４．結 論 
 本プロジェクトは妥当性が高く、日本及びヴィエトナム国とも当初計画以上の投入を行いなが
ら、成果は目標値に対し、期間満了時にかろうじて達成できる見込みという状況であり、効率性
は必ずしも高くはなかった。本プロジェクトの円滑な実施のために極めて高いレベルのカウンタ
ーパートが要求されるが、それが満たされず、また水道公社の緊密な協力が必要であったのに、
初期における水道公社の協力は極めて不十分であった。かかる困難な状況下において、何とか当
初の目標が達成されそうであることは、専門家、カウンターパートの努力に負うところが大きい。 

 
５．提 言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
 (1) プロジェクト終了に向けての課題 
   1) 関係者は終了時までに計画された成果をすべて達成し、今後の方向を検討するために必要

なデータ、情報の集積に全力を尽くすことが望まれる。 
   2) 十分な知識、経験をもつ講師を経営分野・技術分野各１名は確保すること、水道公社との

一層の連携を図ることが望まれる。 
 (2) プロジェクト期間終了後の課題 

 プロジェクトの成果である、研修コースの確立、実施は達成される見込みであり、南部地域
の水道事業従事者訓練を行う枠組みは立ち上げられた。今後プロジェクト目標達成をより確実
にしていくために必要な要素の多くは、今回の評価調査の提言を参考に、ヴィエトナム国自身
が、カウンターパートの補強や水道公社等関係機関との関係強化等、水道事業従事者訓練の枠
組みを維持発展させることであり、これらはヴィエトナム国の主体的取り組みにより達成され
るべきである。このためプロジェクトとしての協力は当初計画どおりいったん終了することが
妥当と判断される。 

 (3) 今後の長期的な課題 
   1) 本プロジェクトは、協力期間終了時においてはプロジェクト目標はかろうじて達成されそ

うであるが十分とは言えず、また上位目標にはまだ遠い状況である。プロジェクト目標の達
成を確かなものにし、上位目標達成に向かう努力が継続されるべきである。 

   2) 水道事業各分野における研修ニーズの把握とニーズを反映した研修内容の改善、及び新し
いコースの開発に向けて努力することが望まれる。 

   3) 実施機関である第二建設大学校は建設省傘下の教育・訓練機関として、多くの経験と実績
をもっているが、水道事業の経験者が不足しており、水道分野の訓練実施体制の強化が望ま
れる。 

   4) 既にスタートしている第二建設大学校における水道分野国内研修は、水道公社に好評であ
るが、国内研修実施機関としても発展することが望まれる。 

 
６. 教 訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営

管理に参考となる事柄） 
 (1) 現状把握・ニーズ調査の重要性 

 本プロジェクトにおいて現状把握・ニーズ調査はプロジェクトの１コンポーネントとして実
施することになっていた。３年間でこれらの調査を行い、研修コースを確立し、実施するとい
う計画を効率よく実施するためには、高いレベルのカウンターパートの配置と、水道公社を初
めとする関係機関の強力な支援が必要であり、本件のような計画においては、それらを確保す
るための手だてに留意することが必要である。 

 (2) コミュニケーションの重要性 
 プロジェクトの円滑な実施のためには、コミュニケーションが極めて大切であり、この点に
少なからず注意を図るべきである。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 ヴィエトナム国では、経済開発・国家建設が急速に進められており、上水道分野も他分野と同じ

く、外国政府や国際援助機関の技術的・財政的支援を得て施設整備が進められている。近年におい

ては農村開発、及び貧困削減を緊急課題として開発が進められており、安全な水の供給はこの課題

に関連するため、各国の援助機関によりヴィエトナム国各地で浄水施設の建設が進められている。 

 しかしながら、施設の運営維持管理を行う人材が不足しており、無収水率はハノイ市で50％、

ホーチミン市で30％にのぼる。このため、当該分野の人材育成が緊急の課題となっているが、南

部地域においては第二建設大学校（College of Construction No.２：CoC２）（ホーチミン市）で理

論のみの研修が行われているだけで、一般技術者に対する実践的な訓練は行われていない。これ

らを背景に、ヴィエトナム政府建設省（Ministry of Construction：MOC）は、第二建設大学校にお

いて、幹部から一般技術者までを対象とした上水道分野の実践的な訓練を行うための技術協力を、

我が国に要請してきた。 

 なお、北部地域の上水道技術者を対象とした技術協力はザーラムの訓練センターにおいて、フ

ランスが実施している。 

 上記要請を受けて国際協力事業団は、1999年９月に事前調査団を派遣し、2000年１月13日にミ

ニッツの署名を取り交わし、同日から３年間にわたって専門家チームを派遣する「ヴィエトナム

上水道技術訓練プログラム」の技術協力を開始した。 

 本プロジェクトは、第二建設大学校を実施機関として、水道技術者の研修システムの立ち上げ

を目指し、活動を行ってきた。第二建設大学校内に設置された水道技術訓練センターで「配水計

画」「水道経営」（経営改善、人事管理、財務・料金の３サブコースを含む）「無収水量低減対策」

と３つの研修コース立ち上げ、南部地域の水道公社に勤務する職員、技術者を対象とした研修を

実施している。 

 2001年６月には中間評価調査団が派遣され、１年６か月間のプロジェクト活動の進捗状況を確

認するとともに、プロジェクトで生じている諸問題についても対応策を協議し、プロジェクト後

半の活動計画を取りまとめた。 

 本終了時評価調査団は、プロジェクト期間終了を2003年１月に控え、ヴィエトナム国と合同で

プロジェクトへの投入実績並びに計画達成度を整理・確認するとともに、評価５項目の観点から

評価し、今後への教訓・提言を導くことを目的として派遣された。 

 本調査団の調査・内容は、次のとおりである。 

 (1) プロジェクト活動の経緯と現状を確認する。 

 (2) プロジェクト終了時点での成果の達成見通しを確認する。 
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 (3) プロジェクト実施プロセスを評価し、プロジェクト実施上の問題点、プロジェクト実施を

促進した点を把握し、プロジェクトの効率的効果的実施のために可能な対応策を協議する。 

 (4) 評価結果を踏まえ、協力終了の可否及びフォローアップの必要性を検討する。 

 (5) 評価調査結果を踏まえ、ヴィエトナム国と協議を行い、合意事項をミニッツに取りまとめ、

ヴィエトナム国と署名、確認する。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

 (1) 調査団の構成 

名 前 担当業務 所  属 
森本 康裕 団  長 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課課長代理 
根木 桂三 水道技術 厚生労働省健康局水道課技術係長兼水道指導官 
西村 暢子 評価企画 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課職員 
監物 順之 評価分析 中央開発株式会社海外事業部 

 

 (2) 調査期間 

   2002年10月９日から同年10月24日までの16日間で、調査日程は以下のとおりである。 
 

日順 月 日 曜日 移動及び業務 

１ 10月９日 水  成田→ホーチミン（コンサルタント） 

２ 10日 木 
 日本人専門家インタビュー 

打合せ 

３ 11日 金 
 第二建設大学校情報収集 

Ｃ／Ｐインタビュー 

４ 12日 土  資料整理 

５ 13日 日  資料整理 

６ 14日 月 
成田→ハノイ（官団員） 
ハノイ工科短期大学訪問 

ホーチミン市水道公社インタビュー 

７ 15日 火 
JICA事務所打合せ 
計画投資省、建設省表敬 

第二建設大学校関係者インタビュー 

８ 16日 水 ハノイ→ホーチミン 世界銀行打合せ、在ホーチミン日本総領事館表敬 

９ 17日 木 第二建設大学校との協議、活動現場視察 

10 18日 金 第二建設大学校との協議 

11 19日 土 資料整理（ミニッツ案作成） 

12 20日 日 資料整理（ミニッツ案作成） 

13 21日 月 
第二建設大学校との協議 
ホーチミン→ハノイ 

14 22日 火 建設省協議 

15 23日 水 ミニッツ署名・交換、日本大使館、JICA事務所報告 

16 24日 木 ハノイ→成田 
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１－３ 主要面談者 

 (1) 計画投資省（Ministry of Planning and Investment：MPI） 

    Dr. Ho Quang Minh, Deputy Director General, Foreign Economic Relations Department 

    Mr. Nguyen Xuan Tien, Senior Expert, Foreign Economic Relations Department 

 (2) 建設省（Ministry of Construction：MOC） 

    Mr. Nguyen Van Lien, Vice-Minister 

    Mr. Nguyen Tan Van, Vice-Minister 

    Mr. Nguyen Sinh Hy, Director-General, International Cooperation Department 

    Mr. Ngo Hong Quang, Deputy Director-General, Department of Planning and Statistic 

    Ms. Duong Kim Dzung, Senior Official International Cooperation Department 

 (3) 第二建設大学校（College of Construction No.２：CoC２） 

    Dr. Nguyen Chien, Head Master 

    Mr. Chu Van Quyet, Deputy of Head Master 

    Ar. Vu Ngoc Tinh, Head of the Practice Division, Counterpart 

 (4) ホーチミン市水道公社 

    Mr. Nguyen Van Thua, Deputy Director 

    Mr. Truong Van Sang, Vice Manager, Administration and Training 

 (5) 世界銀行ヴィエトナム事務所 

    Mr. Nguyen Cong Thanh, Senior Operations Officer, Urban Sector Coordinator, Vietnam 

 (6) 在ヴィエトナム日本大使館 

    菊森 佳幹 二等書記官 

 (7) 在ホーチミン日本総領事館 

    日田 春光 首席領事 

 (8) JICAヴィエトナム事務所 

    金丸 守正 事務所長 

    戸川 正人 事務所次長 

    小林 広幸 事務所員 

    瀬戸口 暢浩 企画調査員 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価の手法 

 本調査においては、JICAのプロジェクト管理に使用されているProject Cycle Management（PCM）

手法に基づいて、評価を実施した。 

 

２－２ 評価の手順 

 (1) 国内作業 

   1) 評価用PDM（PDME）の作成 

 PCM手法においては評価の実施にさきがけ、既存のプロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（Project Design Matrix：PDM）を整理して評価用PDM（PDME）を作成することになっ

ている。本プロジェクトにおいては事前調査時（1999年９月）に作成されたPDM Version１

（PDM0）と中間評価調査時（2001年６月）に作成のミニッツに添付されたPDM Version２

（PDM1）の２つが作成されている。両者の間の主要な相違点は以下のとおりである。 

    a) PDM0においては、「水道計画」、「水道経営」、「無収水量低減対策」の３つの研修コー

スが開発されることになっており、「水道計画」コースには、配水計画、水源開発、水需

要予測、施設計画、管網解析の５サブコースを含んでいた。しかしながら、現地情報収

集の難しさや、研修対象が他の２コースに比して非常に広い範囲に及ぶことから、PDM1

ではニーズのより高い配水計画、管網解析の２点に絞りこみ、協力期間内でのコース開

設を可能な範囲に限定するとともに、コース名称を「水道計画」から「配水計画」に変

更した。 

    b) PDM0では、プロジェクト目標を３分野の研修コースが「確立される」としていたが、

PDM1では「確立され実施される」として期間内に研修コースが実施されるべきことを明

示するとともに、コース実施の回数、期間、受講者数等に数値目標を明示した。 

 以上のとおりPDM1は実情に沿ってプロジェクト期間内に達成されるべき目標を明らか

にしたものであり、日本、ヴィエトナム国双方のプロジェクト実施当事者はこのPDM1に基

づいてプロジェクトの実施・管理を行ってきている。このため今回調査ではこのPDM1をそ

のまま評価用PDM（PDME）として使用した。 

 なお、第３章で詳述するが、中間評価実施後のカリキュラム・シラバス作成過程におい

て、コースの内容に若干の変更がなされているが、プロジェクト関係者はその変更は運用

面での処理とし、PDMそのものはあえて変更しないとしている。このため、その変更を取

り入れた評価用PDMはあえて作成せずPDM1を使用することとした。 
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   2) 調査表（調査グリッド）の作成 

 PDMEを基にして、本調査に必要な主要調査項目と情報収集方法を網羅した以下２種類の

調査グリッドを作成した。 

・計画達成度・実施プロセス調査表（達成度グリッド）（付属資料１.ミニッツ ANNEX Ⅳ

参照） 

 プロジェクトの「活動」、「成果」、「プロジェクト目標」が計画どおりに順調に進捗・

達成しつつあるか。 

・評価調査表（評価グリッド）（付属資料１.ミニッツ ANNEX Ⅳ参照） 

 評価５項目の視点でプロジェクトが終了時までに、意図した結果を得られる可能性は

高いか。目標達成のための貢献要因・阻害要因は何か、軌道修正の必要はあるか。 

   3) 資料レビュー、調査表記入 

 国内において入手できる資料をレビューし、調査表の項目で資料から判明したことがら

を調査表に記入した。 

   4) 質問票の作成・送付 

 調査表（調査グリッド）の内容から必要な質問票（日本人専門家宛、ヴィエトナム国カ

ウンターパート宛、ヴィエトナム国実施機関プロジェクト実施責任者、南部地域水道公社

の４種類）を作成し、現地に送付して記入を依頼した。 

 

 (2) 現地調査 

   1) 情報の収集 

 以下の手段により情報を収集した 

・質問票回答の回収・整理 

・プロジェクト関係者との面談調査 

JICAヴィエトナム事務所、ヴィエトナム国建設省（プロジェクト責任者） 

第二建設大学校（プロジェクト実施機関） 

ホーチミン市水道公社（受益者、ターゲットグループ） 

日本人専門家、ヴィエトナム国カウンターパート、 

・フォーカスグループ・ディスカッション（集団面接・討議） 

日本人専門家、ヴィエトナム国カウンターパート 

・現場実査 

研修コース見学、教室・実習ヤード見学、機材管理状況調査 

   2) 調査結果のまとめ 

・団内協議のうえ、調査結果を達成度グリッド及び評価グリッドにまとめた。 
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・グリッドに基づき、評価結果を記載したミニッツ（日本側案）をまとめた。 

・日本側案を基にヴィエトナム国と内容を討議し、両者間の合意事項を「合同評価議事録」

としてまとめ、署名、確認した。 

 

２－３ 評価項目 

 評価はPCM手法に従い、以下の５項目の視点から実施した。 

 

 (1) 妥当性 

 プロジェクト目標や上位目標がヴィエトナム国の開発政策、我が国の援助方針、受益者の

ニーズに合致しているかどうかを判断する。 

 

 (2) 有効性 

 成果及びプロジェクト目標の現時点での達成状況、プロジェクト終了時の達成見込み及び

成果の達成がプロジェクト目標の達成に貢献しているかどうかを判断する。 

 

 (3) 効率性 

 投入の時期、質、量等が、成果にどう影響を与えたか、投入は成果の達成のために貢献し

ているか、投入に過不足はなかったか（無駄な投入はなかったか）を判断する。 

 

 (4) インパクト 

 プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果を見るもので

あり、プロジェクト計画時に予期されたあるいは予期されなかったプラスあるいはマイナス

の波及効果を評価する。なお上位目標は計画立案時に「意図した」、「プラスの」インパクト

である。 

 

 (5) 自立発展性 

 制度的側面、財政的側面及び技術的側面から、協力終了後も相手国側によりプロジェクト

の成果が継続して維持、発展する見込みがあるかどうかを評価する。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 「投入」の実績 

 本プロジェクトにおける調査時点までの投入実績（一部、今後の投入予定を含む）は以下のと

おりある。 

 

 (1) 日本側の投入 

   1) 長期及び短期専門家の派遣 

 当初計画では、長期専門家を２名、短期専門家13名の派遣を計画していた。 

 表３－１に、当初計画と終了時評価時点での実績（一部、今後の投入計画分も含む）の

比較を示す。 

 

表３－１ 専門家派遣計画及び実績 
 

種 類  
当初計画 

（Ｍ／Ｍ＝人・月） 

評価時点での実績 

（既に決まっている今後の従事期間を含む） 

人数及び期間 ２名（36Ｍ／Ｍ×２

名＝72Ｍ／Ｍ） 

累計４名（評価時点で決まっているアサイン合計

は、84Ｍ／Ｍ） 

長期派遣

専門家 

担当分野 (1)上水道技術担当 

(兼チームリーダー） 

(2)水道経営担当 

(1)水道管理計画（兼チームリーダー）：36Ｍ／Ｍ 

(2)水道経営：２名各１年間（12Ｍ／Ｍ）計24Ｍ／Ｍ 

(3)水道施設整備計画： １名24Ｍ／Ｍ 

以上合計＝84Ｍ／Ｍ 

人数及び期間 人数は､合計で13名 現在派遣中の３名を含め、次項の第三国専門家を除

き、合計19名の短期専門家を派遣済み。このうち３

名がセミナー専門家（約２週間の従事期間）で、残

りは各３～７か月となっており、累計19名で、72.3

Ｍ／Ｍとなる見込み。 

短期派遣

専門家 

担当分野 上水道計画、水道経

営、無取水量低減対

策の３分野 

 (1) 上水道技術（維持管理） 

 (2) 上水道技術（経営） 

 (3) 上水道技術（漏水防止訓練ヤード） 

 (4) 上水道技術（水道計画） 

 (5) 管路維持管理 

 (6) 水道計画（管網解析） 

 (7) 料金制度 

 (8) メーター精度管理 

 (9) 旧セミナー専門家① 

(10) セミナー専門家② 
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   (11) セミナー専門家③ 

(12) 人事管理 

(13) 顧客サービス 

(14) 水道メータ維持管理 

(15) 給水装置施工・維持管理 

(16) 技術情報管理システム 

(17) 経営情報管理 

第三国 

専門家 

人数及び期間 （記述なし） ３名（タイ人２名計６Ｍ／Ｍ、インドネシア人１名

５Ｍ／Ｍ）を派遣済み。 

 担当分野 （記述なし） 第１回（2000年度）はタイ人、インドネシア人各１

名は、漏水検査機器の取扱方法、水圧計などの使用

方法、タイ及びインドネシアでの経験をセミナー開

催時に発表する等の業務を実施した。 

第２回（2001年度）タイ人は、①研修コースの評価

手法の指導、②機器の使用方法、③水道の現場に行

き、問題点を見つけ、解決策を考えさせることなど

について、カウンターパートに指導と技術移転を実

施した。 

 

 長期専門家の投入は、当初計画で２名×36か月（72Ｍ／Ｍ）だったが、評価時点での実

績及び確定した予定では、３分野合計で４名が派遣されて計84Ｍ／Ｍとなり、投入量は当

初計画を上回ることが確実である。 

 短期専門家の投入は、当初計画で13名である。評価時点までの実績（一部確定した予定

を含む）では、第三国専門家を含めると22名で72.3Ｍ／Ｍとなり、計画を大きく上回る投

入が実施されることになる。 

 第三国専門家の技術協力では、特にタイ人の協力に対し、ヴィエトナム国の評価が高か

った。一方で、インドネシア人の協力についてはヴィエトナム国のコメントはなかった。

JICA専門家の話では、ヴィエトナム国の評価は、タイ人に対する評価に比べ高くなかった

とのことである。 

   2) 研修員受入れ（カウンターパートの日本での研修） 

 研修受入れは、当初計画で、毎年１～２名を受け入れる計画となっていた。 

 これまでの研修員受入実績は表３－２のとおりである。 
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表３－２ カウンターパート日本研修実績 
 

№ 氏 名 所 属 研修科目 研修時期 研修期間 

１ Mr. Nguyen Chien 第二建設大学校校長（カ
ウンターパートでもある） 

水道の管理と人材
育成 

2000年３月 約２週間 

２ Mr. Pham Xuan Dieu 建設省労働組織部次長 水道の管理と人材
育成 

2000年３月 約２週間 

３ Mr. Vu Ngoc Tho カウンターパート 
（無収水量低減対策） 

無収水量低減対策
及び水道施設管理 

2001年３月
～６月 

３か月間 

４ Mr. Nguyen Van Tho カウンターパート 
（無収水量低減対策） 

無収水量低減対策
及び水道施設管理 

2001年３月
～６月 

３か月間 

５ Mr. Dang Tan Phuoc カウンターパート 
（水道経営） 

水道事業の経営 2001年３月
～６月 

３か月間 

６ Mr. Le Hoa Dung カウンターパート 
（配水計画） 

配水計画及び無収
水量低減対策 

2001年９月
～12月 

３か月間 

７ Mr. Ngo Duy Thang カウンターパート 
（無収水量低減対策） 

配水計画及び無収
水量低減対策 

2001年９月
～12月 

３か月間 

８ Mr. Le Minh Than カウンターパート 
（無収水量低減対策） 

配水計画及び無収
水量低減対策 

2001年９月
～12月 

３か月間 

９ Mr. Nguyen Hong 

Quan 

カウンターパート 
（水道経営） 

水道経営 2002年６月
～９月 

2.5 か 月
間 

10 Mr. Ly Thenh Tai カウンターパート 
（配水計画） 

水道施設の計画と
設計 

2002年６月
～９月 

2.5 か 月
間 

 

 以上のとおり、調査時点（2002年10月）までに、10名が日本で研修を受講しており、結

果的にカウンターパートとして専任で従事している職員は、全員が日本研修を受講する機

会が与えられたこととなる。当初計画の毎年１～２名、３年間で最大６名と比較するとか

なり大きな投入といえる。 

 なお、これとは別に2002年度においてカウンターパート１名のタイ国における第三国研

修（期間３か月）が予定されている。 

   3) 機材供与 

 漏水探知機、パイプカッター等の配水管網機材、訓練ヤード、コンピューター及び水道

管理ソフト等を中心に日本調達902万4,000円、現地調達1,212万2,000円（プロジェクト開

始前別予算枠で供与され、本プロジェクトで使用されている機材148万円を含む）、合計

2,114万6,000円の機材を供与している。 

   4) 現地運営経費 

 カウンターパートの現地水道公社での実習経費を含め、累計705万5,000円の運営経費を

投入している。 
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　(2) ヴィエトナム国による投入

　　 1) ヴィエトナム国による土地・施設の提供、運営経費

　JICA専門家やカウンターパートの執務用スペースの確保や、事務用機器類、実地訓

練用ヤードの用地確保は、順調に実施された。なお、講義室及びワークショップのた

めの施設の着工に遅れを生じていたが、2001年11月には完成し、2002年度からの活動に

は間に合っている。

　施設・機材の整備費を含むプロジェクト経費累計は873万9,000円となっている。

　　 2) ヴィエトナム国のカウンターパート配置状況

　当初計画では、プロジェクトマネージャー１名、業務スタッフ１名、水道計画スタ

ッフ２名、水道経営スタッフ２名、無収水量低減対策２名で、必要に応じて支援スタ

ッフを配置することとしている。

　調査時点までの実績としては、プロジェクトマネージャーは校長が担当し、業務ス

タッフは特に置いていないほか、カウンターパートとして任命された職員（校長を除

く）が11名いる。2000年１月のプロジェクト開始時からカウンターパートとして従事し

ている者は、校長を含めて４名、2000年２月～３月にかけて任命された者が４名、2001

年に入ってから任命された者が４名である。コース別で見ると、水道計画コースに４

名、水道経営コースに３名、無収水量低減対策コースに４名のカウンターパートが配

置されている。なお、水道計画コースのカウンターパートの内２名は、大学院での勉

学と結核治療のため、2001年に入ってからはカウンターパート業務に実質的に従事し

ておらず、水道経営コースの１名は不適格として解雇された。なお初期においては、

カウンターパートの多くが大学教官として他の業務を兼務していたが、2001年に入っ

てから徐々に専任の比率が高まり、2002年時点でのカウンターパートは、校長以外す

べて本プロジェクトの専任となっている。評価時点で実質的にカウンターパートと言

えるのは校長を含めて、計９名である。

　(3) 結　論

　本プロジェクトにおいて、日本側の投入（長期専門家、短期専門家、研修員受入れ）は、

一部に時期の遅れがみられたものの、全体としては当初計画以上に実施された。

　一方、ヴィエトナム国の投入である土地や施設・機材については、日本人専門家及びカ

ウンターパートの執務室、実地訓練用ヤードの用地提供などの面では、順調に進められた

と言える。また、ワークショップ及び教室の整備が遅れたが、これも2001年末には完成し、

結果として不都合は発生していない。

　カウンターパートの配置については、人数的には当初計画の８名に対し、当初は５名しか
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配置されなかったが、結果的には計画以上の12名のカウンターパートが配置されている。

しかし、このうち、３名は退職し、現在は９名となっている。最終的に投入量としては当

初計画（８名×36Ｍ／Ｍ＝288Ｍ／Ｍ）を上回る314Ｍ／Ｍとなる見込みである。

　結論として、日本側並びにヴィエトナム国側ともに投入の一部に遅れがあったものの計

画の進展を大きく阻害するほどではなく、投入量は、計画以上に行われた。この点では、

日本側、ヴィエトナム国双方ともに大いに努力したと言える。

　ただし、それにもかかわらず、本プロジェクトの進捗に遅れが発生している。その要因

の１つは、カウンターパートの質の問題があげられる。中間評価においてカウンターパー

トへの技術移転及び業務遂行にとってネックとなった事項として、以下の項目があげられ

ている。

　　 ① カウンターパートとして配置された人材の一部は、水道分野の知識をもっていなかっ

た。

　　 ② 水道事業の実務経験に乏しかった。

　　 ③ 英語能力に乏しいスタッフが多く、意思疎通がスムーズに行われなかった。

　　 ④ 当初、カウンターパートは、フルタイムの専任ではなく、大学校の教官としての職務

と兼務していたため、カウンターパートとしての業務に十分な時間を費やすことができな

かった。

（注）中間評価調査報告書には、カウンターパートの問題点として上記が指摘されている。

本調査で行った専門家への聞き取り調査によれば、上記に加えて、以下の点も指摘があっ

た。

　　・当初配置されたカウンターパートのうちMr. Le Thanh Haiはドンナイ水道公社に長く勤

務し、水道のことをよく知っており、カウンターパートの中核として期待されたが、

病気のため途中でカウンターパートを退いた。これが本プロジェクトにとっての不幸

であり、残念である。

　　・当初配属されたカウンターパート５名のうち上記Mr. Le Thanh Hai他１名は初めから専

属であり、兼務は３名である。その後に配属されたカウンターパートは皆専任である。

　　・英語力の不足はヴィエトナム国も認識し、そのため英語の通訳を初めから配属していた

が、日本側も英語力の不足等により、この通訳とコミュニケートできない部分があった。

コミュニケーションの問題は語学のみが原因ではなく、またヴィエトナム国だけの問

題ではない。

　以上のとおりヴィエトナム国も改善に努めたが、これらカウンターパートの質・量に問

題があったことは事実であり、それに対して、日本側から対処要望がなされた。結果は、

以下のように十分とは言えないながらもヴィエトナム国の更なる努力が認められる。

　　 1) 水道の現場知識及び実務経験の豊富なMr. Le Thanh Haiに代わる人材を、水道公社からカ

ウンターパートとしてリクルートしてほしいとの日本側要望に対して、ヴィエトナム国は

努力はしたが、残念ながら待遇の問題等のため調査時点では実現されていない。大学校側
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では引き続き努力中で早ければ2002年末ころにも実現する可能性があるということであ

る。 

   2) 周辺地域にある水道公社にカウンターパートを短期間派遣し、現場の実態についての知

識を取得するようにと申し入れた。これについては、2001年度から実施され、それなりの

効果が出ており、プロジェクトと水道公社の関係も深まっている。 

   3) 語学力改善の申し入れに対しては、カウンターパートが夕方、英語学校に通うようにな

り、英語力の向上に努めている。 

   4) フルタイムのカウンターパート配置の申し入れに対しては、2001年以降順次フルタイム

に変わり、現在、校長以外は全員が専任として業務に従事するようになっている。 

 なお、中間評価調査では、この他の面における制限要因として、水道公社の協力を得るこ

とに苦労していることをあげている。研修コースにどのような内容を取り入れるかを決める

ため、ヴィエトナム国の水道事業の現状調査とニーズ分析における情報入手を求めた際や教

材作成、チェックに際し、水道事業の実務に携わっている経験者の能力・知識が必要であっ

たが、初期には水道公社の十分な協力は得られなかった。これは本プロジェクトの何たるか

が水道公社に知られていなかったことに主たる原因があり、2001年以降各水道公社ではカウ

ンターパートの短期出向を受け入れてくれ、カリキュラムや教材の作成、内容チェック等を

引き受けてくれるなど、調査時点ではかなり改善されてきている。 

 

３－２ 「成果」の実績 

 (1) 「成果」の計画値 

 本プロジェクトの達成すべき成果は当初計画では３つの研修コース、すなわち「水道計画

コース」、「水道経営コース」、「無収水量低減対策コース」を作り上げ、研修を実施すること

と定められていた。2001年６月に実施された中間評価調査において、これを現地の実情にあ

わせ、以下のように変更されている。 

   1) 「水道計画コース」の内容が表３－３のとおり、５項目から２項目に絞り込まれ、コー

ス名称も「配水計画コース」に修正された。 
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表３－３ 水道計画コースの内容変更 
 

当初計画 修正計画 備 考 
1. 水道計画コース 
 （Water Supply Planning） 

1. 配水計画コース 
 （Water Distribution Planning） 名称変更 

 1) Distribution planning  1) Distribution planning （変更なし） 
 2) Water resource development  削除  
 3) Water demand projection  削除  
 4) Facility planning  削除  
 5) Network analysis  2) Network analysis （変更なし） 
2. 水道経営コース 
 （Water Supply Management） 

2. 水道経営コース 
 （Water Supply Management） （変更なし） 

 1) Finance (Accounting)  1) Finance (Accounting) （変更なし） 
 2) Tariff system (water rate setting)  2) Tariff system (water rate setting) （変更なし） 
 3) Personnel management  3) Personnel management （変更なし） 
 4) Customer service  4) Customer service （変更なし） 
 5) Statistics  5) Statistics （変更なし） 
3. 無収水量低減対策コース 
 （Non-revenue water control） 

3. 無収水量低減対策コース 
 （Non-revenue water control） （変更なし） 

 1) Leakage control  1) Leakage control （変更なし） 
 2) Pipeline maintenance  2) Pipeline maintenance （変更なし） 
 3) pipe laying  3) pipe laying （変更なし） 
 4) Meter operation/ maintenance  4) Meter operation/ maintenance （変更なし） 
 5) Water charge and bill collection  5) Water charge and bill collection （変更なし） 

 

 この変更は、現地事情にかかわる情報入手の困難さと研修対象が水道公社の技術者であ

ることから、水源計画、水需要計画、施設計画などの水道計画全体を網羅する内容よりも、

水道公社で働く技術者のニーズにより沿った内容、すなわち、配水技術（配水計画及び管

網解析）にかかわる事項に絞ることが妥当であろうと判断され、上記のような修正となっ

た。 

 なお、他の２つのコースでは、内容変更はない。 

   2) 計画当初には示されていない成果の指標の設定について 

 ３つの研修コースの開催を、本プロジェクト終了時（2003年１月）までに、各コースと

も最低２回は実施することを、中間評価調査時に署名したミニッツで規定した。中間評価

調査報告書では、“終了時評価においてはこの指標が、目標達成度を測る指標となる”と

していた。なお、各コースの研修対象者と１開催当たりの定員、期間については表３－４

のような案が示されているが、最終決定ではなく、まだ検討中であるとしていた。 
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表３－４ 各コースの研修対象者と定員、期間 
 

 配水計画コース 水道経営コース 無収水量低減対策コース 

研修コース対象者 水道公社のエンジニア 

（５～10年の経験者） 

水道公社の幹部 

（Director, Sub-director

クラス） 

水道公社のエンジニア 

（５～10年の経験者） 

改訂PDM（PDM１）

に示された指標 

・配水計画コース用の教

材が計画された内容

に沿って完成する。 

・受講者数（定員20名）、

コース開催数（プロジ

ェクト終了時までに

最低２回）、研修期間

（１回当たり10日間） 

・水道経営コース用の教

材が計画された内容

に沿って完成する。 

・受講者数（定員20名）、

コース開催数（プロジ

ェクト終了時までに

最低２回）、研修期間

（１回当たり10日間） 

・無収水量低減対策コー

ス用の教材が計画され

た内容に沿って完成す

る。 

・受講者数（定員20名）、

コース開催数（プロジ

ェクト終了時までに最

低２回）、研修期間（１

回当たり10日間） 

 

 (2) 運用に際しての変更 

 中間評価調査終了後、2001年７月から９月にかけ、実際に各コースのカリキュラム及びシ

ラバスを作成する過程において、上記PDM１の内容に対し以下の変更がなされた。 

   1) 水道経営コースはその範囲が極めて広く、10日間コースですべてをカバーすることが困

難であり、逆に受講対象者が各水道公社の幹部として勤務している関係から長期間継続し

て勤務を離れて研修に参加することは無理であるため、１回当たり１週間（５日間）が限

界であるとの事情を考慮し、次の３サブコースに分けた。 

   ①経営改善サブコース   表３－３、２.水道経営コース4）Customer service、5）Statistics

及び３.無収水量低減対策コースに入れた5）Water charge and 

bill collection 

   ②人事管理サブコース   ２.水道経営コース3）Personnel management 

   ③財務・料金サブコース  ２.水道経営コース1)Finance (Accounting)及び2)Tariff system 

(water rate setting) 

    研修期間は各５日間、各サブコースを独立のコースとして扱い、教材の作成、研修コー

スの実施は各サブコースごとに実施し、水道公社への案内等は、サブコースと呼ばずに、

各サブコースをそれぞれコースと呼んで、サブコースごとに参加者を募集することとした。

   2) 「無収水量低減対策コース」に含まれていた水道料金請求・回収の研修は上記経営改善

サブコースに移した。 

   3) 各サブコースは運営上それぞれがコースとして扱われた。すなわち本プロジェクトでの

研修コースは運営上、次の５コースと考え、研修期間を経営分野は各コース５日間（１週
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間）技術分野は各コース10日間（２週間）とした。 

   経営分野 

    a) 経営改善コース（Management improvement course） 

    ・Customer service 

    ・Statistics 

    ・Water charge and bill collection 

    b) 人事管理コース（Human resources management course） 

    ・Personnel management 

    c) 財務・料金コース（Finance planning and tariff system course） 

    ・Finance and accounting 

    ・Tariff system (water rate setting) 

   技術分野 

    d) 配水計画コース（Water distribution planning course） 

    ・Distribution planning 

    ・Network analysis 

    e) 無収水量低減対策コース（Non-revenue water control course） 

    ・Leakage control 

    ・Pipeline maintenance 

    ・Pipe laying 

    ・Meter operation/maintenance 

   4) 各コースの定員は供与機材の台数の関係から15名とした。 

 

 (3) 「成果」の実績 

 本プロジェクトの「成果」は、「配水計画コース」「水道経営コース」「無収水量低減対策

コース」の３分野において、研修コースが「確立」され、「実施」されることである。 

   1) 研修コースの確立・教材作成の状況 

 ３分野（「配水計画コース」「水道経営コース」「無収水量低減対策コース」）とも教材は

2001年度中に、経営コースはサブコースごとに、技術分野２コースはコースごとに完成し、

2002年４月から６月にかけて実施された第１回研修コースの結果を踏まえ、見直し修正が

行われている。この修正は調査時点においては一部のコースについては完了し、一部のコ

ースについては実施中である。 

 本プロジェクトにおいて作成した教材（テキスト、実習器具、実習プログラム）は次の

とおりである。 
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    a) 配水計画コース及び無収水量低減対策コース共通教材 

     ① テキスト 

     ・FACILITY MANAGEMENT IN THE DISTRIBUTION SYSTEM 

     ・STATISTICAL THEORY 

     ・WATER DISTRIBUTION SYSTEM OPERATION 

     ・WATER LOSS PREVENTION 

     ② 実習器具 

     ・TRAINING YARD FOR PIPE LAYING 

 配水管や継ぎ手等の部材を用いて、実際に配水管の接続を行うことを目的とした演

習場。 接続後に実際に通水し、確実に接続できているかどうか確認することができる。 

     ③ 実習プログラム 

     ・COMPILEMENT SYSTEM OF WATER WORKS STATISTICAL DATA  

 配水管の諸元データ（長さ、管径、埋設年度等）及び漏水に係る各種データ（漏水

箇所、漏水発見日）を入力、整理することにより、配水管の計画的な更新等に係る技

術移転を行うことを目的としたプログラム。 

 Microsoft社のデータベースソフトAccessより作成。 

    b) 配水計画コース教材 

     ① テキスト 

     ・PUMP CONCEPT 

     ・WATER DISTRIBUTION PLANNING 

     ・WATER DISTRIBUTION NETWORK ANALYSIS 

     ・SERVICE PIPE PLAN 

    c) 無収水量低減対策コース教材 

     ① テキスト 

     ・LEAKAGE INVESTIGATION EQUIPMENT 

     ・PIPELINE CONSTRUCTION TECHNIQUE 

     ・WATER METER MANAGEMENT  

     ② 実習器具 

     ・TRINING YARD FOR LEAKAGE DETECTION 

 人工的に漏水箇所を設定した配水管（漏水箇所は15か所）及び給水管（漏水箇所は

６か所）を実際に地中に埋設してある演習場。音聴棒を用いた漏水音を聞き分ける訓

練、相関式漏水発見器具の使用方法の実習等を行うことができる。 

 埋設管の材質・管径、埋設深度、舗装の種類（アスファルト、コンクリート）につ
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いて、変化をつけることにより、各種漏水環境を人工的に設定している。 

     ・WATER METER TESTING MACHINE 

 水道メータに通水し、その水の量を計量することにより、水道メータの精度を確認

する装置。１度に15台の水道メータの精度を確認することが可能。 

    d) 水道経営コース教材 

     ① テキスト 

     ・HUMAN RESOURCES 

     ・MANAGEMENT IMPROVEMENT 

     ・WATER TARIFF AND FINANCIAL PLAN 

     ② 実習プログラム 

     ・CUSTOMER ADMINISTRATION MANAGEMENT SYSTEM  

 水道事業者が給水する各家庭の所在地、給水量、水道料金及び料金支払いの有無等

に係るデータを入力、整理することにより、顧客管理、水道事業収入の整理方法及び

経営改善に係る考え方の技術移転を行うことを目的としたプログラム。 

 Microsoft社のデータベースソフトAccessより作成。 

   2) 研修コースの実施 

 2002年４月から６月にかけて第１回研修コースが表３－５のとおり実施された。 

 

表３－５ 研修コース実施状況 

コース名称 実施時期 実施期間 受講者数 
経営コース経営改善サブコース 2002年４月 ５日間 12名 
経営コース人事管理サブコース 2002年５月 ５日間 19名 
経営コース財務・料金サブコース 2002年６月 ５日間 12名 
配水計画コース 2002年５月 10日間 22名 
無収水量低減コース 2002年４月 10日間 16名 

 

 プロジェクトでは上記第１回研修コース実施の結果を踏まえてカリキュラム・教材の見直

しを行い、2002年10月から表３－６の予定で第２回研修コースの実施を計画し、調査時点に

おいては経営コース人事管理サブコースが完了し、無収水量低減コースの開講式が行われた。

 

表３－６ 第２回研修コース計画 

コース名称 実施時期 実施期間 受講者数 
経営コース人事管理サブコース 10月７日～11日 １週間 21名 
無収水量低減コース 10月21日～11月１日 ２週間 42名 
経営コース経営改善サブコース 11月11日～15日 １週間  
配水計画コース 11月25日～12月６日 ２週間  
経営コース財務・料金サブコース 12月16日～20日 １週間  
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   3) 結 論 

 PDMに記された研修コースの「確立」とはどういう状況をさすかは議論が、残るがカリ

キュラム、教材は第１回研修コース実施の結果を踏まえ、現在手直し中であり、さらに第

２回実施後にも見直す計画ではあるものの、一応完成したといってよい。またプロジェク

ト終了時までに各コースとも２回実施されることは間違いない状況である。 

 したがって、目標どおりの成果は達成できる見込みである。 

 しかしながら、形の上では達成できても、その内容において果たして期待された内容で

の達成かどうかは、「３－３ プロジェクト目標の達成度」において述べるように議論が

残るところである。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

 PDM1において本プロジェクトの「プロジェクト目標」とその達成度を測る「指標」は、以下の

ように定められている。 
 

〈プロジェクト目標〉 

 第二建設大学校の上水道に係る技術・経営についての研修指導能力が向上する。 

〈指 標〉 

 １．受講希望者が定員以上になる。 

 ２．研修コースの受講者の満足度が高くなる。 

 ３．講義内容の半分程度の講義をカウンターパートが担当する。 

 

 (1) 受講希望者数 

 指標について見ると、第１回コースにおいては受講生を集めるのに苦労し、申込者全員を

参加させたが、定員に達するのに苦労している。受講生集めに苦労する理由として、以下が

考えられる。 

   1) 第１回研修後のアンケートによれば水道公社側が研修コストの高さを問題にしている。

これは高コストの外部講師に依存していること、研修生の宿泊施設がないためホテルを使

用したこと等に起因するが、第二建設大学校側ではこれらのコスト削減を図り、第２回の

参加費を下げることとしている。 

   2) 他方、本コースの中身がまだ水道公社に十分知られていないことから、コストに見合っ

た効果が得られるかどうか、公社側に疑念があることがより大きな問題であり、回を重ね、

またPRに努めることにより改善されると思われる。 

   3) 受講生は水道公社上級職員であり、長期間日常業務を離れて研修に参加するのに困難が
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ある（この対応として特にマネージャークラスを対象とした経営コースは３分割した）。 

 第２回研修コースの開催に際して、第二建設大学校側では、各水道公社に文書で案内を出

すとともに、校長・副校長が各水道公社を訪問して参加を要請したり、ヴィエトナム上下水

道協会（各水道公社、コンサルタント、工事業者、資機材メーカー、大学等がメンバーであ

り、第二建設大学校校長もその理事会のメンバーである）を通じてPRするほか、建設省（MOC）

にも各水道公社に対しコース参加を促す文書を出してもらう等努力している。既に2002年10

月中旬、第２回の冒頭に実施された人事管理コースは参加者21名に達し、また無収水低減コ

ースについては、開催前日に大量26名の参加申し込みがあり、開講当日には42名が出席した。

第２回においては、第１回に比べ水道公社の認識も高まり、参加受講生も増えると期待され

る。受講参加者は自らの動機で参加するというより、職場の上司から指示されて参加するケ

ースがほとんどであり、上述の第二建設大学校側の努力はそれなりに意味があるが、根本的

にはコースに参加した受講者の満足度、また受講者が職場に戻っての仕事の仕振りに対する

上司の評価（高い受講料を払って参加させてよかったと思ってもらえるか）にかかっている。

したがって、コース実施後の水道公社の評価に対するモニタリングにより、ニーズに沿った

コース内容の改善を進めてゆく必要がある。実施済みの人事管理コースにおける受講生アン

ケート結果は、第１回後の結果よりも一般に評価があがっている。社交辞令もあるかと思わ

れるが、第二建設大学校側、プロジェクト側の努力の結果とも言えよう。 

 

 (2) 受講生の満足度 

 受講生の満足度については、第１回終了後の受講生及び受講生派遣元に対するアンケート

調査・聞き取り調査において、おおむね満足という答えを得ている。一部ではあるが以下の

ような批判的な意見もあり、「満足」というのは社交辞令にすぎない疑いもあった。 

   1) 予算制度、人事制度、料金制度に関する講義はヴィエトナム国の現実（法律・制度）を

必ずしも反映しているものではなく、今すぐには現実の実務に適用できない。 

   2) ヴィエトナム水道公社には漏水探知機がないところもあり、漏水探知の実習をしても職

場に帰ってすぐには役に立たないところもある。 

   3) 経営部門研修内容は大学の一般論であり、もっとヴィエトナム国水道事業の実例を取り

入れてほしい。 

 しかし、第１回コースの内容に関し厳しい意見が多かったホーチミン市水道公社が、第２

回コースには、多くの受講生を派遣してくれることになっており、コースに期待するからこ

そ厳しい意見を出してくれているとも考えられる。また、2002年10月に実施された人事管理

コース第２回研修の受講生アンケートでは第１回後のアンケートよりも高い満足度が示さ

れており、実施機関、カウンターパート、専門家の努力がみられる。いずれにしても調査時
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点では第２回研修が始まったばかりであり、受講生の満足度を判定するには第１回だけでは

不十分であり、少なくも第２回研修の結果を見る必要がある。 

 

 (3) カウンターパートの講師担当率 

 カウンターパートが講師を務めた割合は、第１回研修においては、表３－７のとおりであ

る。 

 

表３－７ カウンターパートの講師担当率 

コース名称 Ｃ／Ｐ担当コマ数 全コマ数 Ｃ／Ｐ担当比率 
経営コース経営改善サブコース 7 33 21％ 
経営コース人事管理サブコース 0 33 0％ 
経営コース財務・料金サブコース 0 33 0％ 
経営分野全体 7 99 7％ 
配水計画コース 26 76 34％ 
無収水量低減コース 36 76 47％ 
技術分野全体 62 152 41％ 

 

 第２回研修コースではカウンターパートの担当を増やすべく、プロジェクトでは努力して

いる。2002年10月下旬実施予定の無収水量低減コースでは、全体の68％を、また2002年11月

下旬実施予定の配水コースも、少なくとも50％以上はカウンターパートが担当することが決

まっている。技術分野２コースにおいてはＣ／Ｐ担当比率50％以上との指標に到達すること

はほぼ間違いないという見通しであるが、経営分野３サブコースにおいては50％到達の可能

性はほとんどない。 

 カウンターパートへの聞き取り調査で、プロジェクト終了後に自分達で研修コースを実施

していく自信はあるかと質問したところ、教科書に書かれた内容の説明だけなら教えること

は可能と思うが、実務経験がないため、研修会場で受講生から質問が出た場合に答えられる

自信はない。プロジェクトを半年か１年延長してもらい、その間、最初はカウンターパート

が講義をしても専門家に同席してもらい、質問が出たら、助けてもらうといったことから始

めたいとの回答であった。確かに、人事管理等の経営分野では実務経験の豊富な受講生に対

し、若く、経験のないカウンターパートが質問に対応するのは無理があると思われ、十分な

知識・経験をもったカウンターパートを確保しない限り、近い将来にこの指標を達成するこ

とは不可能と思われる。また技術分野は、指標の50％は達成できる見込みではあるが、当初

カウンターパートの中核として期待した水道公社に長く勤務した経験をもつ人物が、病気退

職したあとに補充された要員は若く、経験がない。中核となるベテランカウンターパートを

１名でもよいから投入することが望まれる。 
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　実際の水道事業に対する知識・経験のほとんどないカウンターパートが、たとえ一部分

とはいえ、講師あるいは講師助手を務められるようになったという事実は、「研修指導能

力の向上」であり、プロジェクト目標は達成されたと言えないことはない。しかしながら

実際には、本プロジェクトが目指したレベルでの目標には達していないと言わざるを得な

い。

　(4) 指標から見る達成度

　以上、PDMに記載されたプロジェクト目標の指標で見る限り、３つの指標のどれをと

っても第１回研修コースでは達成したとは言えないが、第２回では前進が見込まれ、実施

機関及びカウンターパートが引き続き努力し、実施結果をレビューし、その結果を反映し

てコース内容の改善の努力を継続すれば、近い将来目標達成あるいは達成に近づく可能性

があり、そのための建設省の支援が望まれる。

　研修コースの講義の半分以上をカウンターパートが担当するという指標については、本

プロジェクトにおいて、もともとは技術訓練校であった実施機関のカウンターパートに短

期間の専門家派遣で、例えば人事管理の講師になれという目標設定には無理な面もあった

が、これは実務経験のあるカウンターパートを配属するとの約束が建設省からなされてい

たためである。現実には、実務経験のあるカウンターパートは配属されなかったため、目

標設定と成果が乖離したものと考えられる。内部講師を育成すべき項目と外部講師に依存

してもさしつかえない項目があるのではないかと思われるが、今後の協力体制を検討する

にあたっては、こういった点もその検討内容に含めるべきであろう。

　なお、今時調査において、日本人専門家はカウンターパートへの技術移転ばかりでなく、

少なくとも一部の課目においては、講師となって直接教壇に立ち、研修生を指導してほし

いとの声が、建設省、第二建設大学校幹部、カウンターパートの各レベルから聞かれた。

欧米や世銀の技術支援はドナーが雇ったコンサルタントが講師を担当し、終われば帰って

しまうというやり方が多く、ヴィエトナム国はこれを念頭においての発言と思われる。日

本のやりかたに比べると、実施期間中においてはドナーが雇った研修のプロが教師として

講義をするので効率がよいが、終わったあとは、残るのは教材だけであり、研修効果はプ

ロジェクト期間中の受講生だけが享受することになり、日本がやってきているような技術

移転に比べ、即効性は高いが持続性は劣ると思われる。
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第４章　実施プロセス

４－１　プロジェクト実施を阻害した要因

　(1) 中間評価調査で指摘された問題点及びその対応

　　 1) 問題点

　2001年６月に実施された中間評価では、当初計画以上の投入がなされながら、予期した

成果があがらない理由として、カウンターパートの質の問題をあげている。カウンターパ

ートへの技術移転及び業務遂行にとって、ネックとなっている事項は、①カウンターパー

トとして配置された人材の一部は、水道分野の知識をもっていなかった、②水道事業の実

務経験に乏しい、③英語能力に乏しいスタッフが多く、意思疎通がスムーズにいかない、

④第１年目のカウンターパートは、フルタイムの専任ではなく、第二建設大学校の教官と

しての職務と兼務していたため、カウンターパートとしての業務に十分な時間を費やすこ

とができなかった　　等が主たるものであるとして、日本側から以下のような対処を申し

入れている。

　　　 a) 水道公社から、水道の現場知識及び実務経験の豊富な人材をカウンターパートとして

リクルートする。

　　　 b) 英語力のあるカウンターパートを採用する。

　　　 c) フルタイムのカウンターパートを採用する。

　　 2) 対　応

　これに対するヴィエトナム国の対応状況は以下のとおりである。

　　　 a) 水道公社からの人材リクルートについては、第二建設大学校側、及び建設省側に働き

かけたが、処遇面等で折り合いがつかず、実現されていない。代替案として2001年から

カウンターパートを周辺地域にある水道公社に短期間派遣し、現場の実体についての知

識を獲得するよう努力した。

　　　 b) カウンターパートを夕方、英語学校に通わせて、英語力の向上に努めた。

　　　 c) 2001年以降順次フルタイムのカウンターパートを増やし、現在は校長を除き全員がフル

タイムとなっている。

　すなわち、ヴィエトナム国でも対応に努力したことは認められ、結果としてそれなりに

改善が見られたことは事実であるが、水道業務に対する経験の浅さは依然として解消でき

ていない。

　本プロジェクトがターゲットとしているのは、水道公社の上級職員である。実務経験の

ない高校生や大学生に対し、水道工学の基礎を教えるのと違い、カウンターパートにはよ

り高度な知識と経験が求められる。本プロジェクトに対し、ヴィエトナム国が配置したカ
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ウンターパートは大学校の教官として、課目は異なっても教育・訓練の経験がある者、あ

るいは大学で水道工学を履修し、水道分野の知識はあるが実務経験のない若手技術者であ

り、それなりの知識・技能をもった人たちであって、技術習得に対する熱意も認められた

が、何としても水道事業の経験が全くなく、ヴィエトナム国水道公社の現状に通じていな

かったことは、本プロジェクトにおいての大きな支障であった。 

 

 (2) カウンターパートの質に起因した諸問題 

 上記のカウンターパートの問題は、プロジェクトの進捗上、以下のような具体的支障とな

っている。 

   1) 現状把握調査とニーズ分析 

 第３章で述べたように、実施された研修コースに参加した受講生、及び研修生派遣元の

水道公社の満足度は表面的には高そうに見えるが「水道公社の現状にあわない」との辛辣

なコメントも少なからずある。この結果を見ると、水道公社の現状把握とニーズ調査が不

十分であったと解釈される。 

 本プロジェクトは３年間の短期間に現状把握、カリキュラム・教材の開発、研修コース

の実施を行うものであり、これを効率的に実施するためには、①事前にある程度の情報が

日本側に蓄積されているか、又は、②カウンターパートあるいは実施機関が現地水道事業

の実情に精通しているか、又は、③カウンターパートあるいは実施機関が水道事業の情報

にアクセスをもっている  ことが必要である。本プロジェクトにおいてはこの点が不十

分であり、専門家が大変な苦労をして情報を集めているが、結果は必ずしも満足のいくも

のばかりではなかった。 

   2) カリキュラム・教材の開発 

 カリキュラム・教材の開発は、ニーズ調査に基づき、将来講義を担当するカウンターパ

ートが専門家の指導の下に主体的に参加して行うべき事柄である。本プロジェクトにおい

ては、カウンターパートの水道事業に対する知識・経験の欠如、語学力の不足により、カ

リキュラム・教材の作成過程における関与の度合いは低かった。実際は、専門家が提供し

た材料を参考として、建設省系のコンサルタントや外部講師が作成したケースが多く、実

際の研修コースの実施に際してのカウンターパートの関与度も低いものとなった。 

   3) 研修の実施 

 研修実施時点になってもカウンターパートの能力が講師を務めるに十分なレベルに達

していないため、外部講師に委託する部分が多くなった（課目によっては本プロジェクト

によりカウンターパートが知識・技能を習得しても、その若さ・経験のなさにより水道公

社から派遣されたベテラン受講生に対し、講義を行うことに講師・受講生双方の心理的な
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こだわりがあったことも考えられる）。外部講師の多くはハノイから来たため、費用が高

いという問題が生じた。 

 

 (3) 実施機関と水道公社の関係 

 実施機関である第二建設大学校は、建設省傘下の教育・訓練機関であり、大学・高校レベ

ルでの水道分野における教育・訓練の実績と経験をもっている。しかしながら本プロジェク

トがターゲットとした水道公社上級職員に対する研修の経験はなく、本プロジェクトを有効

に推進するためには、現状・ニーズに対する情報、教材・カリキュラムの内容チェック等、

水道公社の協力が必要であった。しかし、プロジェクトの前半においては、実施機関は水道

公社から十分な協力を得る状況にはなく、また、上部機関（建設省）を通じて水道公社との

連携を進めることも行われなかったことが、本プロジェクトの効率性を低いものとした大き

な原因である。プロジェクトの終盤に至り、水道公社との連携には非常な改善が見られ、訓

練内容に関する意見交換も始まっている。この良好な連携関係を維持・強化していくことが

重要である。 

 

 (4) 建設省のサポート不足 

 上述した経験のあるカウンターパートの配置、水道公社との連携はいずれも上部機関であ

る建設省のサポートを必要とするが、十分なサポートがあったとは言いがたい。 

 なお、この問題の基本には日本の技術協力方式に対し、当初相手側の認識が不足していた

ことが考えられる。水道セクターにおける技術支援としてはフランスによる北部地域上下水

技術訓練センター、世銀による４都市水道公社に対する技術訓練プログラムがあるが、いず

れも講師はドナーが雇用して派遣したコンサルタントであり、日本の協力のように、カウン

ターパートが講師となって、派遣専門家はカウンターパートに講師が務まるよう、カウンタ

ーパートに技術移転を行うという方式とは異なっている。フランスや世銀の方式ではカウン

ターパートは補助的業務ができればよいが、日本の方式では知識・経験に加え、主体的な参

加意識が強く求められるわけであり、最近ではヴィエトナム国も日本の方式を理解し、その

良さも認めつつも、なお今回調査中でさえ、日本の専門家はなぜ自分で講義を受け持たない

のかとの質問を受けている。 

 

 (5) 専門家派遣の時期・期間 

 本プロジェクトがターゲットとしているのは現職の水道公社の上級職員であり、数週間職

場を離れて研修に参加するには困難が伴い、また季節的に参加しやすい時期、しにくい時期

がある。他方日本人専門家の多くは、自治体の水道局に所属していて年度末、年度初めは派
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遣が難しいという事情があり、プロジェクト側では活動計画の組み立てに苦労したとのこと

である。派遣計画を前広に策定することにより、この問題はある程度解消できると思われる

が、この点は他のプロジェクト検討の際にも配慮する必要がある。 

 

４－２ プロジェクト実施を促進した要因 

 (1) カウンターパートの努力 

 困難な状況のなかで、とにかく研修コースの開設にこぎつけられたのは、専門家の努力が

大きいが、カウンターパートも知識・経験の不足というハンディキャップがありながら非常

に熱心に努力をしたと認められる。 

 

 (2) 第三国専門家の派遣 

 本プロジェクトに対し、タイ国水道研修センターから派遣された短期専門家は非常に好評

であった。現在プロジェクトでは、カウンターパートをタイ国水道研修センターで研修させ

るべく、計画している。隣国でもあり、うまくいけば南南協力のモデルとなる可能性がある。 
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第５章　評価５項目による分析

５－１　妥当性

（プロジェクト目標や上位目標が相手国の開発政策、我が国の援助方針、受益者のニーズに合致

しているかどうかを判断する）

　国民に安全な飲料水を供給する上水道整備事業は、ヴィエトナム国重点政策の１つである。本

プロジェクトは水道事業に携わる水道公社の技術的・経営的能力を高めることを目標としており、

また有償資金協力や無償資金協力等、日本による他の協力事業とも相乗効果が期待できる日本の

援助方針に合致した妥当性の高いプロジェクトである。

　(1) 上位目標の妥当性

　1998年３月18日付、都市上水道システム国家開発の方向付に関する首相裁可（Decision of

Prime Minister）No.63／1998／QD-TTgは、給水率、給水量の増加、無収水率の引き下げ、

それらのための技術の近代化と機器の製造・供給、人的資源開発と雇員の訓練、外国政府・

国際機関へのアクセス、水道料金の改定と水道公社の財政的独立を重要政策として掲げてお

り、表５－１の数値目標を掲げている。

表５－１　上水道整備の数値目標

1990 2000 2010目標
都市部家庭給水量（ /m/d） 55 70 150
供給能力（万トン） 195 270 全国       880

内家庭向け 450
都市部給水率（％） 57％ 70％ 95％
無収水率（％） 50+ 50 古い市街地   40

新しい市街地 30

　「水道公社職員の技術的・経営的能力の向上」という本プロジェクトの上位目標とは整合

性がとれている。

　1990年以降、各国の支援により水道施設を拡張し、2000年の段階で供給能力は75万t拡大

されたが、無収水率は50％と横這い状態であり、特に無収水削減に係る協力が必要とされて

いる。本プロジェクトでは、「無収水量低減対策」では直接的に無収水量を低減させるため

の技術を指導し、「水道経営」コースでは、料金徴集を効率的に行い、有収率を上げるため

の指導を行っており、ヴィエトナム国の抱える問題と合致している。

　また、ヴィエトナム国は2010年までに都市部家庭給水量を2000年の２倍に拡大する目標を

掲げており、今後、施設の拡張に伴い、運営・維持管理を行う人材が必要となる。本プロジ

ェクトで水道公社職員の研修コースを立ち上げたことの意義は大きい。
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 (2) プロジェクト目標の妥当性 

 1975年以前において、南部地域で上水道技術者の訓練を担当していたのはポリテクニーク

大学であったが、1976年に建設省の指示により、第七高等建設訓練学校（現在の第二建設大

学校の前身）に改められた。第二建設大学校は建設省の指示により、南部地域における建設

セクター技術者養成の責務をおっており、「高校レベルの技術訓練と上下水道技術他の限定

的分野の建設経済専門知識の訓練、及び県上下水道公社と協力し、上下水道セクターの技能

工を訓練する」ことを実施してきたが、機材・人材の不足により、水道公社にとって満足で

きる水準の訓練がなされていたとはいえず、訓練能力の向上が必要とされていた。 

 「第二建設大学校の上水道に係る技術・経営についての研修指導能力の向上」という本プ

ロジェクトのプロジェクト目標とは整合性がとれている。 

 

 (3) 日本の援助事業の妥当性 

 我が国は人づくり・制度づくり、電力・運輸等の経済インフラ整備、農業・農村開発、教

育・保健・医療、環境の５分野をヴィエトナム国向け援助の重点分野としている。上水道技

術支援は環境分野に位置づけられ、我が国の援助政策に合致している。上水道整備事業はヴ

ィエトナム国にとっても緊急重要課題であるため、我が国は上水道整備事業に対し、数件の

有償資金協力及び無償資金協力を実施しているが、本プロジェクトはそれらの協力により、

整備された施設のより有効・適切な利用を推進するためにも有効である。 

 

５－２ 有効性 

（成果及びプロジェクト目標の評価時点での達成状況、プロジェクト終了時での達成見込み及び

成果の達成がプロジェクト目標の達成に貢献しているかどうかを判断する） 

 プロジェクト実施によって、「配水計画」「水道経営」「無収水量低減対策」の３分野において、

水道公社職員に対する研修コースのカリキュラム、シラバス、教材が作成され、2002年４月か

ら６月にかけて第１回研修コースが実施された。第１回研修コースにおいては、研修受講希望者

数、カウンターパートによる講義実施率は目標に達しなかった。研修受講者の満足度については、

アンケートに対してコース内容は適しているとの回答が多かったが、ヴィエトナム国の実情に合

わせて改善すべきだとの意見もあった。 

 調査時点においては、第１回の結果を踏まえて、教材の改訂等第２回研修コースの準備が完了

し、第２回研修コース（10月から12月にかけて実施予定）を始めたところであり、まだ有効性が

はっきりと目に見える形で表れるに至っていないが、今後第２回研修に対する水道公社の評価を

モニターし、内容に改善を加えながら研修が続行されるならば、有効性が確保される可能性は高い。 
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５－３ 効率性 

（投入の時期・質・量等により、成果にどう影響を与えたか、投入は、成果の達成のために貢献

しているか、投入に過不足はなかったかを判断する） 

 第３章において述べたように、本プロジェクトに対する日本側の投入は、当初計画を大きく上

回るものであった。またヴィエトナム国の投入についてもカウンターパートの質等に問題はあっ

たものの、量的面においては当初計画値を超えている。 

 他方、本プロジェクトの成果は、協力期間終了まで残り３か月で何とか目標値には届きそうと

いう状況であり、効率性が高いプロジェクトであったとは言いがたい。もともと５年間のプロジ

ェクト方式技術協力においてもその成果は後半２年間に集中的に現れてくるのが一般であり、３

年間の短期間ミニプロジェクトでは、期間内に十分な成果を達成することは困難が伴うケースが

多い。短期間で効率よく成果をあげるためには、本プロジェクトにおいて、その初期に多大な時

間を費やしながら十分な成果が得られなかった「現状把握調査（設計方針・設計基準・ニーズ等）」

に関し、プロジェクト開始時点において、日本側にある程度の情報の蓄積があるか、あるいは少

なくとも実施機関あるいはカウンターパートがそれらの情報を保有するなり、情報へのアクセス

をもっていることが必須であるが、本プロジェクトは特に前半において、この点が不十分であっ

たことが、効率性を低下させた主因とみられる。最近に至り、水道公社との連携が機能し始めて

きており、順調に推移すれば、たとえば５年間程度のより長いスパンで見た場合の効率性は高く

なる可能性が高い。 

 

５－４ インパクト 

（プロジェクト実施によってもたらされたより長期的、間接的な影響や波及効果を見るものであ

り、プロジェクト計画時に予期されたあるいは予測されなかったプラスあるいはマイナスの波及

効果を評価する。なお上位目標は計画立案時に「意図された」「プラスの」インパクトである） 

 本プロジェクトは、プロジェクトの成果がようやく出始めた段階であって、調査時点において

はプラスのインパクトもマイナスのインパクトも、まだはっきりして形では見えてきていない。

しかしながら、一部の水道公社からは公社における技能者研修の可能性の打診があるなど、前向き

の影響も出始めており、今後、当プロジェクトによる研修コースが充実することにより、積極的な

影響（プラスのインパクト）が出てくる可能性はある。マイナスのインパクトは現時点では考えに

くい。 

 

５－５ 自立発展性 

（協力期間終了後も相手国によりプロジェクトの成果が継続して維持・発展する見込みがあるか

どうかを判断する） 
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 実施機関は建設省傘下の教育・研修機関であり、高校・大学レベルでの水道分野での教育・研

修の実績があり、水道分野での教育・研修に対するしっかりした管理・運営組織をもち、技術的

能力も高いと期待された。 

 しかしながら本プロジェクトがターゲットとしたのは、水道公社に現に勤務している上級職員

に対するアドバンストコースであり、水道事業に経験のない高校生・大学生に対する教育・訓練

ではなく、実務経験をもつ上級受講生に評価されるような研修を行うためには、実際に水道事業

における業務の知識・経験をもっている講師が適切、かつ十分に配置されていることが必要であ

る。本プロジェクトのカウンターパートは非常に努力しており、技術の習得に熱心で将来有望と

いえる人材もいるが、全体として現実に水道事業に従事している水道公社職員に教えるには力不

足である。開放経済の推進により、各種政府補助金は減額の方向にある。研修に必要な経費は受

講者からの研修費でまかなうという国家の基本的方針から、本プロジェクトにおける財政面の自

立発展性を確保するためにも、水道公社が喜んで研修費を払い、職員を研修に参加させるような

研修内容にしていく必要がある。本プロジェクトにおいて、既に実施された研修コースの内容を

そのままやっていくのであれば、おそらく実施機関にはその能力はあると思われる。しかしなが

ら内容が進歩なしの繰り返しであれば、一巡すれば終わりであり、水道公社のニーズを把握し、

ヴィエトナムの実情に沿ってコース内容の改善、あるいは新コースの開発をする能力が必要とな

ってくる。その能力はまだ十分でないと判断される。 

 結論として、自立発展性はあるがまだ弱く、本プロジェクトが真に自立発展性をもつためには、

研修を重ねてカウンターパートの経験を積み上げること、水道公社のニーズをくみ上げて、研修

内容に反映させていく不断の努力を継続することが必要である。 

 

５－６ 結 論 

 「第二建設大学校の上水道に係る技術・経営についての研修指導能力が向上する」ということ

はヴィエトナムの開発政策に合致し、我が国の援助方針にも沿ったものであり、本プロジェクト

の妥当性は高い。しかしながらその実施においては、日本、ヴィエトナム双方とも量的には当初

計画を超える投入をしたにもかかわらず、成果は協力期間終了直前の３か月の努力により、何と

か目標近くに到達できそうという状況であって、効率性が高かったとは言いがたい。本プロジェ

クトにおいては、短期間にヴィエトナム国水道分野における研修のニーズを的確に把握し、それ

に沿ったカリキュラム・教材を作成し、研修コースを実施する必要があり、そのためには、水道

業務に知識・経験をもつカウンターパートの配置、水道公社との緊密な連携、建設省の十分なサ

ポートが望まれたにもかかわらず、初期においてはいずれも不十分であったことが、効率性を低

下させた主因である。かかる困難な状況下において日本、ヴィエトナム双方の関係者（実施機関、

カウンターパート、専門家等）の努力により、３年目に入ってようやく成果が現れ始め、協力期
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間終了までには何とか目標は達成できる見込みである。評価調査時点では成果がようやく出始め

た段階であり、有効性、インパクトについてはまだはっきり目に見えた形では現れていないが、

何とか有効性は確保される見通しであり、またインパクトもプラス方向で発現すると思われる。

これまでに形成された訓練コースをそのまま繰り返していくという意味の自立発展性は一応ある

と言えるが、水道公社のニーズを反映し訓練コースの内容に改善を加えていかなければ真の自立

発展性とはいえず、その面での自立発展性はまだ弱いと言わざるを得ない。自立発展性を確保す

るためにもプロジェクト終了後も、第二建設大学校自身の努力は当然ながら、建設省による強力

な支援が望まれる。当初の目標をより一層確実にするため、一定の分野を補充することが望まれる。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提 言 

 (1) プロジェクト終了に向けての課題 

   1) 第２回研修コースの実施とそのモニタリング 

 本プロジェクトがカウンターパートの質、水道公社の協力の不十分さという問題を抱え

ながら、第１回研修コースを実施できたことは、関係者の努力によるものであり、評価す

ることができる。しかし、１回の研修だけでは今後の方向を考えるデータとしても十分で

なく、第２回の研修を実施し、その結果をモニタリングすること（受講生及び受講生を派

遣した水道公社の評価を収集・分析すること）により、今後の方向を考えるためのデータ

の蓄積に、残された協力期間にあたって全力を尽くすことが望まれる。 

   2) カウンターパートの強化 

 経営分野の研修は現在実質的に３コースに分かれた形で実施されており、極めて広い範

囲が対象となっているにもかかわらず、カウンターパートが２名しかいない。また受講生

のレベルが高いこともあり、実務経験のある講師を確保する必要がある。 

 また技術分野においては、中核と期待されたカウンターパートが病気退職したあとは水

道事業の経験をもつベテランカウンターパートが不在となり、特に配水計画コースにおい

て素質はあっても経験の浅い若手ばかりとなっている。こうした状況を改善するため、中

核となる上級者の採用が望まれる。 

 

 (2) プロジェクト期間終了後の課題 

 プロジェクトの成果である、研修コースの確立、実施は達成される見込みであり、南部地

域の水道事業従事者訓練を行う枠組みは立ち上げられた。今後プロジェクト目標達成をより

確実にしていくために不可欠の要素の多くは、今回の評価調査の提言を参考に、ヴィエトナ

ム国自身がカウンターパートの補強や水道公社等関係機関との関係強化等、水道事業従事者

訓練の枠組みを維持発展させることであり、これらはヴィエトナム国の主体的取り組みによ

り達成されるべき事項である。このためプロジェクトとしての協力は当初計画どおりいった

ん終了することが妥当と判断される。 

 

 (3) 今後の長期的な課題 

   1) プロジェクト目標・上位目標の達成に向けた努力 

 本プロジェクトは「成果」の段階では曲がりなりにも目標値を達成できたが、「プロジ

ェクト目標」の指標（特に経営分野訓練コース実施におけるカウンターパート担当比率の
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上昇）の達成を十分なものにするには、引き続き努力が必要である。また上位目標につい

ては、いまだはっきりした効果は確認できてないが上位目標の達成に向けて、研修内容の

維持改善努力の継続が必要である。 

   2) 水道事業各分野における研修ニーズの把握と新しい訓練コースの開発 

 本プロジェクトにおいては当初１年間でヴィエトナム国水道事業の現状と研修ニーズ

の把握が行われたが、十分になされたとは言えない。水道公社との連携を深め、水道事業

各分野における研修ニーズの把握と、それによる既存訓練コースの改善及び新しい訓練コ

ースの開発に向けての努力が望まれる。 

   3) 訓練実施体制の強化 

 実施機関において既に検討されているが、水道公社との連携強化、水道事業の現場経験

のある講師をリクルートする等研修実施体制の強化が望まれる。具体的には以下を含む強

化策の検討が望まれる。 

    a) 第二建設大学校内における水道訓練センターの組織の充実 

 現在校長が兼務している水道訓練センター責任者に専任者を配置するとともに、事務

職等スタッフの配置を検討する。（第二建設大学校） 

    b) ミニプロジェクト終了後も水道訓練センター運営に十分な予算を確保する。（建設省・

第二建設大学校） 

    c) 全国的な水道分野における人材養成プログラムを作成する。（建設省） 

    d) 研修コースに参加することに対するインセンティブを検討する。 

    e) 既に日本の水道分野技術協力プロジェクトが実施された第三国（特に隣国であるタイ

国）との連携を強化する。（第二建設大学校） 

   4) 研修実施機関としての発展。 

 既に管路敷設分野において、本プロジェクトのカウンターパートによる技能者レベルを

対象とした現地国内研修が始まっているが、本水道訓練センターのヴィエトナム国内にお

ける認知度向上のためにも、研修実施機関としての技術力・組織力を含む研修実施能力を

強化し、研修機関として発展することが望まれる。 

 

６－２ 類似案件への教訓 

 (1) 現状把握・ニーズ調査の重要性 

 技術協力プロジェクトの開始にあたっては、相手がどのような技術を求めているのかを把

握すること、すなわち現状把握・ニーズ調査が極めて重要であることは論を待たない。本プ

ロジェクトにおいては、現状把握の調査（具体的に水道分野のどの技術が弱いのか、どこに

研修需要があるのか、カウンターパートは技術移転を受ける能力があるか、日本の専門家は
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得意分野で協力できるのかなどの調査）はプロジェクトのコンポーネントに含まれて実施さ

れたが、十分効率的に実施できなかった。かかる調査をプロジェクトの中でプロジェクトの

コンポーネントとして実施するのであれば、それが効率的に実施できるような方策をあらか

じめ確保しておくべきである。本プロジェクトで言えば、Terms of Reference（TOR）に見合

った質・量のカウンターパートの配置及び水道公社の協力の確保への配慮が、あらかじめな

されるべきであった。 

 

 (2) コミュニケーションの重要性 

 プロジェクトの円滑な実施のためには関係者間、特に専門家とカウンターパートの間のコ

ミュニケーションが極めて重要である。本プロジェクトにおいては、語学力等の問題のため

コミュニケーションが円滑に行われなかったことが、プロジェクトの円滑な実施を阻害する

要因の１つとなった。コミュニケーションの重要性について十分認識することが改めて望ま

れる。 





 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 
 
 

１．ミニッツ 

 

２．評価グリッドによる調査結果 
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